累積債務の諸問題 by 白石,四郎
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白　石　四　郎
1．はじめに
　1982年8月に生じたメキシコの債務償還不能に端を発し，次いでブラジ
ル，アルゼソチンなどに拡大した中南米債務危機の聞題は民間金融機関の
倒産の可能性を含んでいたために，全般的な金融恐慌の脅威と受けとめら
れた。しかし，アメリカの連邦準備当局をはじめ各国，各機関の努力によ
ってパニックの発生は防止され今日に到っている。金融問題の特質として
パニックの発生が最も恐ろしい現象であり，連鎖現象は避けられたという
点では鎮静化したのである。もちろん，その後遺症を考えれぽ，今なおこ
の問題は続いており，当の中南米債務国の経済の実績は他の諸地域の成果
に較べれぽ全くきびしいものがある。メキシコやブラジルが新興工業国
NICsの一員とよぼれていた勢いを全く失っているのに対して，アジアの
幾つかの途上国，それも同じNICsとよぼれていた国や地域が躍進を続け
ていることを見れぽ，債務問題の重大さが良く認識されるのである。
　また，貸手の側でもこの債務問題は国際機関や公的なものでない民間の
ものは今でも収益を圧迫するものであるが，直接的に倒産の危機にはな
い。1970年代のオイル・ショック以降の金融不安の連続の中で，西側の金
融体制の全面的な混乱が生ずれぽ，第2次大戦後最大の不況へと波及しか
ねないものであったから，全体制的な危機でもあったのであり，そのため
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に協力も可能であったのであろう。
　当面の危機が回避されたにしても，一次的・二次的な影響は今後とも深
く各方面に及んでいる。例えぽ，債務返還が不十分であり，金本位制の下
での貸借ではないから，充分な見通しもなく現在でも貸付けが行われてい
る事例が多く見られる。旧ソ連に対する借款や援助的性格をもった貸付け
の中には果して返済が予期されていないのではないかと思われるものが相
当見られる。政府機関やアジア開銀・米州開銀などは後で債務免除をする
ことが予想されているものがある。したがって，資金移動の問題は公的な
ものでも，民間のものでも，従来のものよりは厳しさを欠いている傾向を
債権国側・債務国側双方にに見られるようになっている。また，資本逃避
や一部の者による資金の支配という現象は以前からあった問題でもある
が，近来は特に著しくなる要因を残している。さらに犠牲を多く負担する
階層の問題なども重大であろう。
　この債務問題が1982年に発生し，金融関係者が対策に苦慮してパニック
の発生防止に努力している頃から，アメリカではスタグフレーショソから
の脱却にある種の成功を見せてきた。同時に財政赤字が次第に増大しは
じめ，金利の上昇があって，貿易赤字と結びつき，債務が増加しはじめ，
1985年には世界最大の債務国になるという展開を見せた。世界最大の債権
国が最大の債務国になるというのであるから容易ならざる事態である。
　それも，アメリカ自体が経済的に不調でない情況においてそのようにな
ったのである。中南米の債務問題が直接アメリカの債務問題になったわけ
ではなく，しかも，インフレを抑制している時に発生しているのであるか
ら，債務についての考え方が変ってきたと見ることができるのではないか
と思える。
　もとより，アメリカは新しい国であり，ヨーロッパから借金をして開拓
した歴史があり，それを返済して成熟債権国になったのであるから，多少
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の債権・債務の変動に驚くことはないという見解もあるようだが，そのよ
うな見地はアメリカの世界経済における地位を無視しているとしか思えな
いo
　第2次大戦以降アメリカは，事実上，覇権国家として西側世界をリード
し，ブレトソ・ウッズ体制の下でドルは事実上世界通貨の役割を果してい
たのである。SDRやポンド・マルク・円などが国際的準備や取引に使用さ
れることがあっても，ドルの地位はニクソン・ショック以後も圧倒的であ
り，他の追従を許していない。ドル体制はたしかに1971年のニクソン・シ
ョックや1973年の一般的為替フロートになってからは以前程の信認をえて
おらず，ヨーロッパ諸国には独自の通貨を発行したい意欲が見られるが，
いまだにドルはその相対的価値を低下させつつも，キイ・カレンシーとし
ての地位を保っている。したがって，ドルの不安定は世界経済に悪影響を
与えることは当然であり，ドル資産の減価や為替差損といった程度の問題
でなく，世界貿易そのものに悪い作用を及ぼし，信用制度の混乱を通じて
世界経済の悪化に導くことになる。
　重大な事柄ほどその発生の時点では深刻さが意識されないことが多い。
1982年の危機に際して，大量の資本逃避が債務国側から債権国にあったは
ずであるし，そうでなけれぽ債務国が大量の預金を債権国にしておきなが
ら，新しい債務を積み増している情況を金融界は知らぬはずはない。しか
し，19世紀的な借り入れと異なり，債券を個人に売ることや，多年度で利
益を確保しうる機関による融資でなく，民間金融機関からの借り入れは，
毎年返済や利払いを確実に行わないと，過去にいくら利益があっても，単
年度の支払停止は重大な結果をもたらす。多少の損失の償却が行われても
民間銀行はロスチャイルド家のようには行動できない。したがって，信用
不安は世界的な連鎖倒産の可能性があったのである。また一部のものは信
認がゆらぐと資金供給の打切りと回収を急ぎ事態を悪化させている。これ
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は繰返しになるが，今次の問題における重大な特徴の一つであった。
　次に，注目すべきことは，債務国側の国際的発言力の向上であろう。第
2次大戦後は旧植民地諸国の相次ぐ独立が見られたことは周知の通りであ
るが，その外に途上国一般が国連などの国際的舞台での発言力を強めてい
る。これは冷戦の影響と言える面もあるが，それ以前に独立要求や先進国
側の圧力に対抗する一般的な風潮が強まっていたことは事実である。
　そのため19世紀的な砲艦外交を用いて債務を取り立てたり，担保の確保
というようなことはできない。せいぜい，IMFの勧告を利用する程度し
かできない。もちろん，債務不履行は新規貸し出しの停止になるので，貿
易手形の割引も困難になるから，安易に独立国家といえども債務不履行は
できないが，金融機関が貸し出し先が独立国の政府であるから安心だとい
うわけにはいかない。相当の損害発生は覚悟する必要があったのである。
　第3の特徴としては，オイル・マネーの存在であろう。従来の貸借関係
においては，貸し手である債権国は大体先進国であり，債務国は後発国で
あった。産業革命以前はイタリアの金貸しやドイッの金融業者の活躍が歴
史に残っているが，近代からは産業革命に成功し，経済的発展に一歩近ん
じていたイギリスが金融の中心となって，ドイッやアメリカなど世界の各
地に資本を提供したり，直接投資したりしていた。時には金融仲介もあっ
たであろうが，イギリスの経済的・軍事的な力が背景にあり，生産力の優
位が自由貿易論を生んだのと同じように，やがて成熟債権国になったので
あり，その債権を保持するには覇権国としての役割を良くも悪くも果して
いたのである。ところが，1973年のオイル・ショックに続く石油価格の上
昇によって，いわゆる「オイル・マネー」が発生した。産油国は所得上昇
分を全部国内に投資したり，消費したりせず，残りを欧米の金融市場に資
金を預けていた。他の非産油途上国への援助も十分ではなかった。それゆ
え，石油消費国に対する一種の増税的効果をもつ所得の移転は，これに対
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応する消費がなけれぽ，世界経済は，需要不足の景気後退に導かれること
になる。それで，いわゆる「低吸収」の国の資金がヨーロッパやアメリカ
の金融市場を経て，資金需要が強く，かつ信用がある国々，つまり各種の
資源があり担保力のある発展可能性の強い国々に向けられたのである。資
金をもつことは確かに力をつけることではあるが，資力だけでは総合的な
力をもつ先進国ではない。資金の運用にも有力な仲介者が必要である。そ
もそも，産油国がカルテルを形成して先進工業国に脅威を与えたり，世界
的な発言力や交渉力をもつことが可能になったのは冷戦構造の下での東西
対立があったからである。逆に言えぽ，米ソ両国という強力な産油国の存
在が石油価格上昇に役立っているので，両大国の暗黙の支持なくしてオイ
ル・ショックはありえなかった。けれども，このショックは波及するとこ
ろ大であるので，必ずしもはじめの意図と同じ結果をもたらすとは限らな
いことは事実の示すとおりである。
　オペックのような存在や，NIEO（新国際経済秩序）の主張も前述の
ように行われることにはなったが，大国間の直接的対決や，大規模な戦争
は冷戦時代にはなかった。ハンガリー事件やポーランド，チェコなどへの
ワルシャワ条約機構による介入は東側の事件であり，東西の間接的な対決
はベトナム戦争でもアフガニスタン戦争でも，いずれも大国の失敗に終っ
ている。したがって，債務問題にしてもオイル・ショックにしても第2次
大戦以前とは違った処理が必要になっている。
　第4の特徴として，世界，特に西側では金融の面ではブレトン・ウッズ
体制の一環としてIMF（国際通貨基金）が1971年までは明確に機能し，ド
ル本位が事実上の体制であったことである。その後，スミソニアンの一時
的妥協があり固定相場制への復帰が見られたかの時期があったが，1973年
に変動相場制になり，固定相場制の体制は崩れたが，中心的な貨幣はいぜ
んとしてドルであった。ドル以外の通貨では能力が不足していたり，価値
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の維持の努力をするのが嫌であったりして，ドルの価値は余り急落せずド
ルは中心的な役割を果し続けている。このように，金の裏づけがあるわけ
でなく，長期的に次第に固定平価の維持が困難な事態に追い込まれた通貨
が，平然と中心的貨幣の地位を保持していることは奇妙と言えぽ奇妙と言
える現象である。世界は野蛮な金本位制を廃止することはできたが，これ
に代る新しい体制をいまだ確立していないということか。ECが共通通貨
を求めて努力中であるが，これとても世界通貨を直接目指すものではない。
国内的にはほとんどの国が不換紙幣で経済を運営しているのに国際的には
その体制が確立しえない，すなわち，世界の中央銀行は理念としては存在
するが，現実には諸々の障碍のために存在しえない情況にあることである。
また，そのような機関や機構が成立しても，管理・運営が適切に行われう
る可能性となると別の問題である。多数決で決められる程度の問題ではな
い。
　現状は世界の債務問題がドルを経由して発生していることで，ドルとい
うアメリカの通貨が世界通貨として通用し，それで貸借が大体において行
われていることである。ドルをキイ・カレンシーから外して，金本位に戻
れという意見はフランスや時にはアメリカ自体からも出ているが，これは
別の問題である。ただ，アメリカは自国の通貨でいくらでも他国の物資や
サービスを購入しうるのであるから，節度を失えぽ世界的にドルが過剰に
なることは確かである。ドル単位の債務はドルの減価によって実質減額す
ることになるから，債務国には有利に働くが，イソフレや通貨不安の及ぼ
すマイナスの作用の方が大きいと考えるのが妥当であろう。ただし，軽度
のインフレがアメリカ以外の国々の経済に好い影響を与えてきたことは十
分に考えられる。物価と生産の関係で，通貨量が少なすぎてデフレ現象が
生ずる時には生産の拡大は余り行われない。
　ブレトン・ウッズ体制は1971年のニクソン・ショックによってその限界
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を露呈したものであり，主要各国は新しい補足的な措置を協力的にとりな
がら，長期的な方策をとる必要があるのであるが，キイ・カレンシー国の
アメリカに一国ではその体制を維持できなくなった内在的な要因があった
と考えるのが妥当ではないだろうか。本来，金の裏付けのない1国の通貨
が何時までも世界通貨であり続ける方が問題なのであって，ドルが現実に
世界通貨的機能を果しつづけていることは，アメリカの経済力の圧倒的優
越性が持続しているからではなく，ノミナリズム的な貨幣機能説的な原因
によると思われる。はじめは実体的な価値があったものが次第に実体が失
われても機能が残り作用し続けることができるのは貨幣の特徴であるが，
1国の場合でも余りに限度を越えると貨幣代用物が出て来る。まして，国
際間においては信認が揺ぎはじめると加速度的に信用・通貨体制は崩壊に
向うことになり，人類は非常な害を受けることになる。特に開発の遅れた
国々にはその害が大きくなる。理念的には利害関係をもつものの理解が深
まれぽ協力が容易になるのであるが，その間のプロセスは未だ想像の段階
にある。協力や協調には共通の敵がある方が容易に行われるというのであ
れぽ平和の維持・自然環境悪化の脅威からの回避・人口制約など当面の問
題でも対立と協力の原因があるのであるから，解決の方策が見出されるべ
きであろう。
2．最近の債務問題の特質について
　次に検討すべき問題として，以上にのべてきた関連の中で，債務問題の
第2次大戦後の諸特質の共通性についてのべてみたい。
　それは第1に債務問題に関しては，債務を安易に考える風潮が強くなっ
て来ていることである。財政の均衡にしても，従来の考え方は単年度均衡
であり，均衡予算が前提であった。これが途上国においても簡単に財政赤
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字が発生しインフレが横行している例が珍しくなくなっている。これに民
主主義的形式の選挙が行われれぽ，景気の政治的循環程度ならばまだ良い
方で，悪けれぽインフレの進行の結果，民政から軍事政権に移行して，イ
ンフレ抑圧を強行し，インフレが収束すると民政に戻り，それが繰り返さ
れる循環がでたりする。この財政赤字による人気取りや軍備拡張の危険は
常に存在していた。しかし，それが強まったのはケインズ的な財政政策の
悪用によるのである。ケインズの場合，好況で財政収入の多い時は累積赤
字を埋めるという前提があったのであるが，好況時において財政を引き締
めることは実行の難しいことである。したがって，この点で，先進国も途
上国も財政赤字から国際収支の悪化，債務の増大へと進む可能性は財政政
策の重視の時代には強いと言えよう。常にインフレや対外債務増加の危険
にさらされていることを意識しておかねぽならず，民主主義的選挙制度の
下で，この誘惑を抑制しうるか否かは重大な経済的パフォーマンスの問題
である。
　さらに検討すべきものは，債務問題としてはキイ・カレンシー国が安易
に借入れが可能であるという条件が存在していることである。前述のよう
に，外国の資産の購入が自国通貨で可能なのであるから，この種の債務増
大の危険性は大きい。これは金本位制の時代とは異なる現象である。ただ
し，開発途上国の債務問題とは直接関係はないが，間接的にはユーロ・ダ
ラーなどの大量の存在がそれを容易にしているだろう。今日，世界の金融
市場では1日に1兆ドル単位の金が動いているが，実際の世界貿易は1ケ
年で7兆ドル程度であると言われている。ここに債務やバブル現象の発生
の一因を見ることができるが，他方でドル不足と言われた時代があったこ
とも忘れることはできない。アメリカの経常収支が赤字でなければ，世界
はドル不足に悩み，アメリカが赤字になれば，世界はインフレの危機に悩
むという考え方が存在している。前にのぺたように，アメリカの赤字によ
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って他の国々が生活を拡大し雇用を増して，産業構造の転換に成功した例
も多いことは事実である。したがって，アメリカは経常赤字にそれ程の道
徳的な引け目は感ずる必要がなかったはずである。この点は他の国々との
条件が異なる。しかし，アメリカはSDR（IMFの特別引出し権）のよ
うな国際的な購買力の創出に始めは熱心であったが後には抑制的になって
いる。そこに問題はあるが，いずれにせよ，世界的にイソフレ的傾向や債
務の累積化する傾向が基本的に存在し，特に第2次大戦後に新しく独立し
た国が多かったし，また自立性を強めた国々が不用心にインフレに陥るこ
とも少なくなかったのである。雇用や生活について，政府の責任が強くな
りすぎれぽこの傾向はますます強化されることになろう。
3．覇権国と競争力
　ドルが世界通貨となっていたことはアメリカが経済的のみならず，政治
的・軍事的にも強力で覇権国となっていたからであるが，ポール・ケネデ
ィー（1）の「大国の興亡」にあるように軍事的負担から覇権国の地位が次第
に弱まる場合も考えられるが，経済的にも覇権国はその地位を危うくする
ような負担と犠牲が考えられる。
　まず，通貨の面で価値を維持するためには余り赤字財政をできないよう
になっている。そのため，失業が増えた場合の対処に苦労するわけであ
る。それは金融部門と製造業部門の利害関係の対立の危険性をはらむこと
になる。19世紀のイギリスは産業革命で先行し製造業において優位性を確
保して自由貿易論の提唱老となり，やがて貿易収支の黒字を対外投資に向
けて，イギリスだけに購買力が集中するのを避け，それで，貿易収支の赤
字を金融の黒字でカバーするようになっている。金融や保険の優勢は確立
していた。これはシティーの威力でもわかる通りである。これに対して，
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製造工業の方はどうか，貿易は赤字でも良いのであるから，製造業よりもサ
ービス業に人々が注目するようになるのは当然であろう。人材は政治と金
融と学界に先ず集る。そして，利害関係もシティーの発言力の方が工業部
門よりも強くなる。例えぽ，英国のポンド切下げが問題になった1960年代
にシティーの力は非常に強かった。逆に工業部門はどうなるか。シティー
の金融の対象は国際的な金融であって，国内の工業は地方銀行の担当であ
る。これは国内産業よりは植民地や他の貸出国の方に注意が向いている証
拠である。一般に，人間の考え方の中に製造業部門よりも売買部門の方に
優越性を見る傾向が強くなる時代があった。第1次産業より第2次産業，
さらには第3次産業と高度化するのが妥当なコースと考えられた。しか
し，第3次産業は競争力を余り強化するものではない。生産性を高める作
用の強いのは製造業である。第2次産業のウエイトが低下して行くときで
も，第2次産業は経済全体の生産性を引き上げる原動力である。人材や資
本が第3次産業に注目している経済では競争力の強化はなかなか難しい。
イギリスは19世紀後半になると自由貿易論から保護主義への転換の徴候を
見せたが，はっきりした製造業優先策は出て来ない。生産性上昇に関連し
て第2次産業優遇策が具体化したのはカルドア（Kaldor）の製造業優遇税
制の提唱があった際に，はっきりとした立場が見られた程度である。静態
均衡か動態的発展かで意見の分れるところであるが，後者の場合，厳密性に
欠けるという批判はある程度止むをえないものと前提されている。いずれ
にせよ，発展という不確実な要素を含めた場合，ヴィジョンの方が先行す
るのは当然であろう。
　イギリスは生産性上昇の競争に敗れて覇権国としての地位をアメリカに
譲ったが，金本位制の場合には貨幣価値の維持には不換紙幣の時代程には
苦労する必要はないはずであった。これが不換紙幣の場合にはるかに大き
な節度を守る努力がなければならぬと同時に，基軸通貨はその機能の故に
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過大に評価される傾向がある。一方で，インフレ抑制の節度が要求されな
がら，通貨の供給も要求され，しかも価値の維持に責任を負わねぽならぬと
すれば全く経済政策の制約は厳しいものになる。固定レートにおいては過
大評価が輸出競争力を損ない，変動レートの場合にも，基軸通貨の機能を
維持すれぽ過大評価の傾向は続いている。その為替上の不利を避けるため
にドル安政策をとれぽ，ドルの基軸性が失われることになり，金融部門の
収益に悪い影響力を与えるだけでなく，やがては覇権そのものが脅やかさ
れることになる。したがって，余程の技術的進歩がなけれぽならないが，
技術の向上は，空洞化の場合には困難になろう。つまり，産業の構造変
動を極めて巧妙に雁i行的に行わないと，先行者の衰退の危険性を帯びるこ
とになるのである。ただ産業の性格そのものや，人々の生活態度の変化
も考えられるから，単線的な発展形式だけで判断することはできないだろ
う。
　ここでのべてきた点は覇権国は経済的な要因でも衰退の可能性をもって
いることである。A＆M（買収と合併）のような方法で富をうる方法が優
勢となり，優秀な人材を吸収するようでは，製造業や研究・開発部門で地
道に努力する人々の志気は減退する。競争力増強は本質的に生産性の上昇
であるから，製造業の持続的発展が必要である。したがって，情報化やハ
イテク化は製造業と結び付いているが，土地や証券の売買は経済社会にお
いて絶対に必要なものではあるが，それでも生産性上昇に主体的に役立つ
ものではない。企業内部において，本業の仕事でなく副業の財テクで利益
が大きくなれぽ，企業体質は危くなるのである。ローマの市民は次第に勤
労や軍務を嫌いだし，ただ要求だけが肥大化する傾向を示したので崩壊の
道を辿ったが，本業を忘れるような経済体制で生産性が上昇するはずがな
い。ただでさえ覇権国はその優位性によって，サービス部門が肥大化する
傾向を否定できないが，1国の不換紙幣が基軸通貨となっている場合には
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その危険はさらに強まる。このために，製造業の復権やハイテク部門への
優遇策といった産業政策がアメリカでは叫ぽれ，先行部門の保護は要素賦
存とは無関係に比較優位性を確保できるとする説が有力である。例えば，
航空機のような産業は世界全体で余り多くの企業で競争できるものでな
く，先行したものが一種の外部経済をつくり出し，後発者の追随は容易な
ものでないから，部分的な保護政策が有効であるとする，クルッグマン
（Krugman）（2）などの主張はライク（Reich）の産業政策論の主張より強力
かつ有効に作用している。最近のアメリカの産業界の活動はかつてのジャ
ンク・ボンドが流行した時代に比べれぽはるかに活況を呈している。これ
はたえざる革新を通じて生産性を向上させようとする意欲の表明であり，
特に自動車業界や家電業界では日本を凌ぐ勢いを示している。バブルとい
う現象は金余りで，設備投資も行われるが，本質的に金融的現象である。
アメリカの対日要求で必要以上の低金利を強く迫られた日本で土地や株式
等の資産の値上りを期待して，製造業の本質を軽視すれぽ結局競争力に劣
ることになる。すでに世界の開発途上国が次第にその生活水準を高めたい
という希望を強く打出している時に，既存の技術を新興国に譲り新しい先
進技術を開発して，人口問題や環境問題にも対応しうる能力を先進国がも
つという新しい雁行形態の構想を実現してゆかなければ，摩擦は強まるぽ
かりである。
　アメリカの製造業優位が成功するか，財政赤字と国際収支赤字の双子の
赤字がずっと続くかは明らかではないが，経済が発展し多少の余裕が出た
国は内在的にも衰亡の危険性をもっているのである。短期的な視点で，人
気取り政策が優位を占め，貯蓄を減らし，乗取りや，投機，それにイソサ
イダー情報が人々の関心の要点となるのでは競争力は強化されない。
　以上は先進国の場合においてでも危険が多いことをのべたものである
が，これが途上国においてとなると，前述のように政権の獲得や維持には
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財政節度を欠き，確たる運用管理の手段もなく債務を増大し，生産的に利
用する方法もないままに金融中心地に貯蔵し，一度び不安が生ずれば個人
名義の預金として本国に帰らず，本国の経済が良くなった段階で資金が還
流するというような恐れがある場合に，安易にシンジケート・ローンと称
するものに加わって，国に損失をもたらすような行動は勉強不足と言わざ
るをえない。途上国も自力で開発をはかってゆき，及ぽぬところは謙虚に
教わることが必要である。余り一方的な主張ぽかりしていては結局，開発
が遅れるぼかりである。
　累積債務の処理の問題は，結局は一部分免除し，それで残った債権の価
値が上昇するので，途上国側に発展の余地を与える方向に進むべきであろ
う。金融問題は秘密の中に進行するので突発的に危機は発生する。この危
機を克服すれぽ大部分の問題は解決するが，債務者にとっては長い苦しい
時期が続くのである。しかし，余りそれが続くと平和に有害になることは
容易に推察できる。
4．結 ??一一鼈鼬
　累積債務問題はその直接的原因は個別的に特有のものがあるが，根底に
はある種の共通性をもっている。開発を主とする国々と先進国とに大きく
分類することは可能かも知れぬが，経済政策の目標には生産性の向上，競
争力の増大が入っている。このための手段と運営が不適切である場合に各
種の難題が発生している。また発展の段階を異にするときは手段や当面の
目標も変化しよう。
　歴史的な顧みると，重商主義の時代は国家的なものの介入が生産力発展
の条件と考えられたし，アダム・スミスは自由経済の主張であり，分業が
経済発展の原動力であった。その分業の効果の中には技術発展や発明の要
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素が含まれていた。リカードになると発展の条件は資本の蓄積であった。
この資本蓄積過程は食糧価格の上昇を経由する地代の増大により，地主階
級という資本蓄積よりも消費性向の強い階層に所得の多くが向い，資本蓄
積を担当すると想定された資本家層の所得が減少するために次第に発展が
妨げられることになる。つまり，食糧生産における報酬逓減の法則の作用
によって，地代部分が段々増加してゆく。人口の増加によって資本蓄積が
困難になってくるので定常状態という（Stationary　State）停滞に陥る可能
性が主張されている。これが経済学がDismal　Science「陰うつな科学」と
呼ぼれた所以であるが，その後の歴史を見ると人類の発展は停止するどこ
ろか，ますます生産力を増している。そして，第2次大戦後の1960年代な
どは実に高い成長率を世界的に示しているのである。では，その原因はと
なると，要するに技術が進歩して，1人当り生産性の上昇を結果することが
できたことによるのである。この技術進歩の可能性がなけれぽ，報酬逓減
の法則や人口増大の圧力，天然資源枯渇の制約などで，人類は停滞に陥る
ことになる。リカードは結論的には技術進歩を前提に立論できずに停滞を
少しでも防止するために食糧の自由輸入，すなわち穀物条令の廃止を説く
ことになる。リカードは技術の変化を考えなかったかという問題になると
歴史的制約とともに彼の理論の一貫性の問題になる。つまり，労働価値説
が維持できるか否かの問題である。労働価値説の中で投下労働量を交換の
基準にすれぽ，地代が介入すれば労働価値説は貫くことはできない。それ
で有名な差額地代論で，地代を中立化して価値論から除外した。残るもの
は労働と資本である。労働はそのままであるが，資本は過去の労働である
（stored－up　labour）。交換の基準になるには労働と資本の組合せが同一で
なけれぽならない。資本の有機的構成が同一でないと投下労働が交換の基
準にならない。したがって，労働と資本の組合せの比率が変化すると労働
価値説は主張できない。ところが過去の労働に対してはすでに支払い済み
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であるが，実際の労働（actual　labour）は何等かの事情で価値または価格
が変化する。支払いずみの資本と価値変化する労働との組合せが常に同一
であれぽ問題ないが，生産される財や生産者によって，その組合せが変化し
うる。そうなると労働価値説は通用しない。この労働と資本の組合せの変
化が技術の変化であり，コストを変化させるもので，歴史的には生産性上
昇の原因になったものである。リカードはその「経済学および課税の原
理」の21頁で「資本の種々なる産業に用いられる固定資本と流動資本の種
々なる比率への分割は，諸貨物の価値はその生産に投ぜられた労働量の変
動による以外には決して変化しない……という規準に相当の修正を導入す
ることは……明らかである。……しかし，この諸貨物の変動の原因（固定
資本量の相違）の効果は比較的少ない。それで，諸貨物の価値の変動の原
因を評する場合，労働の（価値の）騰落によってつくられる効果の考察を
全然除外することは間違いであろうけれども，それに余り重要性を付する
ことも同様に正しくないであろう。」と，これで労働価値説は内的論理の
一貫性は救われたが，技術進歩と経済の発展の可能性は無視されたことに
なる。この停滞観が労働価値説をして悲観論的傾向を内包させた要因と見
ることができよう。機械を無視したのではないが，決定的なものとしてい
なかった。ただし，固定資本なしには生産は考えられない段階には達して
いたので，労働と資本の組合せの一定性を前提としたのである。しかし，
その固定資本の重要性がますます増大するのが生産力発展の動きである。
　この技術の発展の意味は報酬逓減ではなく報酬逓増であり，費用逓増で
はなく費用逓減である。村上泰亮氏が，「反古典の政治経済学」（3）の第7章
「費用逓減の経済学」で展開したものは，リカード的な報酬逓減的な意味
をもった経済学には技術の進歩が含まれない，経済学は動態的に把握すべ
きものという論議の中で「マーシャルの問題」が取り上げられている。
　余り極端な単純化で必ずしも正確に解釈していないと思われる危険を覚
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悟して論を進めると，「マーシャルの問題」は近代産業においては費用逓
減一収穫逓増の条件が支配的である。つまり，技術的進歩が内包されてい
るということである。問題はこの費用逓減の条件の下での市場競争が結局
は独占的競争・不完全競争の情況に導かれるのではないかということで，
「費用逓減傾向と市場競争の並存の謎」を言われる。「これは素直な経験
的判断である，産業化の経済学は費用逓減の経済学でなけれぽならない」
と村上氏はのべられて，その後で独占的競争という条件でのゲームの理論
の適用の効果などについて論ぜられている。
　私がここで論じたかったのは前にのべた製造業などの産業が技術の進歩
を内包していることで，余りに金融的な方向で利益を確保しようとする
と，競争力強化の基盤が崩れて次第に貿易関係では優位性を失う可能性が
あることである。覇権国には金融主権に近いものがあり，ややもすれぽ，
それが重荷になって競争力の低下をもたらし，債務を累積させてしまう可
能性をもっている。その他に，不換紙幣の場合には，国際的にも国内的に
も債務累積の危険性が決して少なくなったことである。
　したがって，この危険性すなわち競争力低下を認識せず責任の他者への
転嫁などによって事態の改善をはかるような開発理論では，迫り来る人口
増大や環境，エネルギー問題などにも対処し切れないであろう。
　世界の物理的な情況は変化しえないにしても，人間の知的能力はいぜん
として限界に達していないはずである。覇権国の問題で，力を獲得しよう
とする努力は平和に有益ではないだろう。覇権国にはそれを自覚して名誉
ある行動を期待するように他の有力国が支持して協調しないと，技術の発
展が副作用を生ぜしめたり，技術の発展を妨害したり，人類の生活水準を
低下させたりすることになる。ハイテク分野の棲み分けは可能であるが，
サービス分野の競合は摩擦を強化する。
　累積債務の問題は結局，発展の手段において，従来以上に幅広く経済学
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を考えるぺきことを示すものである。すなわち，異った文化や価値基準が
存在する場合でも，その相違を認めて，その上で協力して共通性があれぽ
見出していく態度が必要であろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
　（1）　Paul　Kennedy，　Rise　and　Fall　of　the　Great　Powers，1987，　Chart　1，
　　　Chart　2．邦訳，ポール・ケネディ，「大国の興亡」鈴木主税訳（上）（下）
　　　草思社，第一部，第二部
　（2）　Paul　R．　Krugman，　Strategic　Trade　Policy　and　The　New　International
　　　Economics，1986．
　（3）　村上泰亮「反古典の政治経済学」第7章
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